
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

既に地区外の方も当地区で耕作しており、地区内の中心経営体も含め農地の集約を図る。
今後も認定農業者や営農法人等の受入れを促進することにより対応していく。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計（例：アンケート回答なし、i以外の場合） 4.2ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 0.3ｈａ

（備考）
①　現況面積（田・畑）から荒廃地・太陽光等を減じた面積
②　アンケート回答の所有・借入・貸出面積
③　上記②の面積のうち50歳以上のアンケート回答者の所有・借入・貸出面積

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 3.0ｈａ

日出町 中村地区 令和4年3月31日

①地区内の耕地面積 17.0ｈａ

アンケート結果からも高齢化が進み、担い手の不足が生じ荒廃地が増えていくことが懸念される。
農地所有者も家庭菜園程度の耕作にとどまっている方が多く、耕作していない農地の遊休化が進んでいくことも
心配される。

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 9.3ｈａ

③地区内における50才以上の農業者の耕作面積の合計 9.3ｈａ

注：本様式は参考ですので、地域の話合いの結果に応じて、積極的に記載する項目を追加してください。



（参考）　中心経営体
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

その他
　アンケートで、　「退職後に（農業の）指導を行ってもらいたいという意見があった。」中心経営体とともに農業が
経験でき、新たに従事してくれる方の発掘ができる仕組みづくりの方向性を探りたい。

担い手の確保
　　地区内外を問わず、意欲のある生産者や農業就業希望者に呼びかけを行い、担い手の確保に努める。

6.0 6.3

農地の貸付け等の意向
　　既に農地の貸付をおこなっている方が多く、中心経営体を中心に地区・町・農業委員会・中間管理機構と連携
し、情報収集を行い、共有しながら貸付け等の意向について探っていく。

農地中間管理機構の活用方針
　　農地の貸し手・借り手の把握に努め、農地中間管理機構をとおしたマッチングを行う。
　　地区外の認定農業者・営農法人等に働きかけ農地の集約化を目指していく。
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認農 水稲・野菜 1.3 1.3
到達 水稲 0.6 水稲 0.9
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農業を営む範
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認農 果樹 1.5 1.5

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作目 経営面積 経営作目 経営面積
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